






















































































































































































































































































































































































































































































































































































t1 t2 t3 t4 t5
6日寺イ面110
t6
t3
（借方）土地10（貸方）土地増価益10
（借方）増価益圧縮損10（貸方）増価益圧縮積立金10
適正な有効利用の場合には増価益圧縮損を計上する。
t4
（借方）土地評価減調整勘定15（貸方）土地15
（借方）増価益圧縮積立金15（貸方）土地評価減調整勘定15
評価減が発生した場合には増価益圧縮積立金は評価減調整勘定と相殺
する。
t5
（借方）土地評価減調整勘定10（貸方）土地10
（借方）増価益圧縮積立金10（貸方）土地評価減調整勘定10
t6
（借方）土地5（貸方）土地増価益5
（借方）増価益圧縮損5（貸方）増価益圧縮積立金5
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土 地 評価減調整勘定
t1100
t2
t3
t6
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t415
t510
t415
t510！415渉510
増価益圧縮損 土地増価益
t220
t310
t65
t220
t310
t6 5
増価益圧縮積立金
オ415
オ510
t220
t310
t6 5
用途による非課税の規定の適用を受ける場合、土地増価益に対して圧
縮損が計上される。当該事業年度の所得の計算上益金に対して増価益圧
縮損勘定が計上されるため、土地増価益に対して課税さ衆ることはな
い。しかし、都市計画法の都市計画に則っていない利用については、と
の圧縮割合を調整することで都市計画の推進を図ることができるものと
期待できる。
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第5章まとめ
現行法人税法は企業会計の処理を基礎として課税が行われている。取
得原価主義会計を基礎とする現行土地税制にはいわゆる延納効果及びこ
れがもたらすロックイン効果がある。このため現行土地税制は投機的土
地取引を排除できない。このためには「会計の透明性」を求めた時価会
計の導入が必要であり、この論文は時価会計の土地税制への導入可能性
について吟味してみた。この提言は租税特別措置法によらず、現行の法
人税法の枠組みの範囲内で投機的土地取引を抑制しつつ、土地の流動性
を阻害しない土地税制が構築可能であることを実証した。
今後の課題としては、この制度の実行可能性を検証するためにさらな
る財政、金融、企業行動および合理的な都市計画を研究する必要がある
と思われる。
あとがき
この論文は、私の修士論文『物価変動会計論的アプローチによる投機
抑制効果を持つ土地税制の提言』を基礎として書き上げたものである。
筑波大学大学院において物価変動会計の世界的権威である故加古宜士先
生に師事したことは、私の人生に大きな転機をもたらせるものであった。
当時、加古先生は、筑波本校と東京校舎で院生の指導にあたっておら
れたが、筑波本校の講義の後、お疲れになっているのにもかかわらず、
私の修士論文のため時間を割いていただき、何度も竜ケ崎のご自宅で深
夜まで論文指導をしていただいた。「大・学者とはこういう先生を言うの
か。」私に再び研究の面白さ教えていただいた先生に対してそう思ったも
のでした。
まだ当時は会計ビックバン前夜であった。私も会計学を学んだ当初
は、物価変動会計に対して「そういう考え方もあるんだな。」としか認識
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していなかった。それが今では時価会計という言葉がメディアに取り上
げられない日がないといっても過言ではないだろう。ある時ふと先生が
もらされた言葉が今でも心に残っている「物価変動会計の研究を始めた
ころは異端の学問といわれ相手にされなかったんだよ。」と。私はその時
少しでも会計学の素晴らしさをこれから新しい時代を拓く学生たちに伝
えたいと思いました。いまこうして白鴎の教壇に立っていられるのも、
あの日の情熱的な加古先生の指導を受けられたからこそと思っていま
す。惜しむらくはもう少し長生きをしていただいて、一より多く指導を受
けたかったと思います。
加古先生の三回忌に先生を偲び
注
（1）川崎市ホームページより引用（引用許諾済み）
ωω微of顔ゐαωαsαゐ盛ヵり／23／23オos勿¢／ho卸¢θ／孟osづ，¢一あゐαノ匁％わ3－5r2㌧h孟挽一
（2）税制調査会『土地税制見直しの基本課題』平成2年5月29日
（3）経済企画庁平成5年版『経済白書』p133
（4）前掲p136
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